


　株主の皆様におかれましては、日頃より格別のご支援と

ご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

　当事業年度におけるわが国経済は、企業収益の改

善や設備投資の増加が見られ、景気は全般的に緩や

かな拡大傾向で推移しました。世界経済におきましては

米中の貿易摩擦等不安定な状況で推移しましたが、

エレクトロニクス業界では、国内外で自動車産業分野、

産業用ロボット分野、IoT関連分野における生産活動

や設備投資が堅調に推移しました。このような事業環境

も後押しし、当社グループの連結業績は、売上・利益共

に前年を上回り５年連続の増収増益となりました。

　本年は、当社グループにおきまして、第9次中期経営

計画の3年目となります。

　新生ダイトロンの発足と同時にスタートしたこの中期

経営計画におきましては、製造・販売機能の統合効果

（シナジー）の最大化を図ることを基本方針に掲げ、

人材・組織・機能のあらゆる面で製販融合による新たな

価値の創造に取り組んでまいります。

　当社グループは、エレクトロニクス業界にとって無くて

はならない存在へ、全員経営で更なる成長を目指して

まいります。

　引き続き、ダイトロングループの活動に対する一層の

ご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

ご挨拶

エレクトロニクス産業の発展を支えるダイトロングループ

電子機器
及び部品
事業

コネクタ

 
情報通信機器、FA機器、
デジタル家電 など

 情報通信
機器、医療電子機器、
アミューズメント など

 半導体関連
装置、計測器、IoT（イン
フラ、生産現場） など

 医療用関連
機器、サーバー関連、分析
関連機器 など

一般産業機器、
電子部品製造装置 など

決済端末市場、
認証システム市場 など

アナログ・
高周波IC

組込み用
シングルボード
コンピュータ

スイッチング電源／無停電電源装置

画像機器
カメラ・
レンズ

非接触
ICカードシステム

製造装置
事業

有機EL
発光検査装置

液晶パネル、
タッチパネル など

通信用デバイス など シリコンウェーハ、
ハードディスク用原版 など

LD市場・LED市場（信号
機、電子看板など） など

チップソーター 枚葉
洗浄装置

エージング装置

電極シート
検査装置

電子部品&アセンブリ商品

エンベデッドシステム半導体

電源機器 画像関連機器・部品

情報システム

電子機器
及び部品
その他

フラットパネルディスプレイ
（FPD）製造装置

電子材料製造装置LSI製造装置

光デバイス（OPT）
製造装置

エネルギーデバイス
製造装置

暮らしの様々なシーンで

当社の取り扱う製品が

活躍しています。

代表取締役社長

前 績行

リチウムイオン電池、
太陽電池 など
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子部品や設備投資関連を中心に活発な動きが続き、順調に 

受注を伸ばしました。

　また、営業利益の大幅な向上は、メーカー部門のD&Pカン

パニーが製造する高付加価値製品の売上拡大が大きく貢献

しています。半導体製造装置、耐水・耐圧コネクタやケーブル

ハーネスといった特殊コンポーネントなどは、長年にわたりお

客様ニーズを反映させながら改良を重ね、製品ラインナップを

充実させてきた当社グループならではの製品で、同時に利益

率の高い製品でもあります。これら製品の売上が前年を大き

く上回り、更なる増益をもたらしました。

　この業績を踏まえ、2018年度の1株当たりの年間配当

金は、2017年度より10円増配の55円といたしました（中

間配当20円、期末配当35円）。当社は、安定した経営基

盤の維持ならびに事業拡大に取り組む一方、業績や財務

状況等を勘案しながら株主還元を行っております。また、

2011年から事業構造改革に取り組み、ここ数年収益の

安定確保が続いたことから、前期より中間配当も実施して

おります。配当性向30％程度を目安とした安定配当を実
施することを基本方針に、株主の皆様へ利益還元を行っ

てまいります。

　2017年1月より、3社合併により誕生した新生・ダイトロン

株式会社のもと、製販融合路線の基盤を活用し、第9次中期

経営計画（9M）を推し進めてまいりました。

　2年目となる2018年度は、売上高596億円（前期比

15.4％増）、営業利益35億円（前期比40.6％増）で「5期連

続の増収増益」となり、持続的成長路線を維持するとともに、

当初予定を上回る過去最高の売上・利益で、「過去最高実

績を超えて更に成長を目指す」という中長期的な目標も達成

することができました。

　好調な業績を大きく牽引したのは、当社が注力している「半

導体」「自動化」「IoT」の3つのキーワードに関連するビジネス

の成長です。AIやIoTの本格化、産業機械の自動化・ロボット

化など、近年のエレクトロニクス社会の急速な進展に伴い、電

過去最高実績を更新！
製販融合路線をより一層加速させ
更なる成長へ邁進。

代表取締役社長 

前 績行

Top Interview

これまでの動きと中長期目標

過去最高実績を越えて
更に先の成長を目指す
（売上・利益とも）

全てのステークホルダーの
期待に応える

エクセレントカンパニーへ

中長期目標ダイトロン株式会社 
始動！

当社と2社の国内製造
子会社との合併

2017年1月

中部工場完成＆ 
稼働！

製造機能を集約する
基幹工場の新設

2016年11月

第9次中期経営計画

NEW DAITRON

2020

～新たな第一歩を！～

2017～2020年度

エレクトロニクス業界の
技術立社として
独自進化
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中期経営計画 NEW DAITRON 2020 ～新たな第一歩を！～

しました。9M後半にかけては、次の二つの取り組みを強化して

まいります。

一つは、技術融合による新製品の開発です。合併前の3社で

個別に有していた技術開発部門を統合し、D&Pカンパニー内

に「製品開発部」を設置しました（将来的に「技術本部」（仮称）

を立ち上げる予定です）。分散していた技術情報を一元化して

複合的に分析を行い、技術融合を進めることで、新たな製品の

開発、新規市場開拓を目指します。まずは当社グループが有す

るコアテクノロジーを洗い出し、強みや特徴などを把握したうえで

開発の方向性を検討していきます。

もう一つは、仕入先など他社との連携による準オリジナル製品

の拡充です。連携先にはベンチャー企業や大学も視野に入れ

ています。独創的な技術やアイデアを持つ連携先との協業に

より、製品開発の加速化を図ります。

 海外ビジネス展開の強化
2018年1月に現地法人を統括する「海外事業本部」を設置

し、より戦略的に事業展開ができる体制となりました。地域に

密着したビジネスを展開することで、海外売上高比率は着実

に増加しております。

海外ビジネスの更なるネットワーク拡充に向け2019年度は

ベトナム（ハノイ）の拠点新設が決定しております。また、中国

内陸部やインド、欧州に新拠点を設けることについても調査を

　「3社統合効果の最大化を図ること」を基本方針に掲げ、5

つの基本戦略を推進しています。この2年間を振り返ると、計数

目標においては当初予定を上回る高い水準で推移し、過去最

高実績を超えることができました。取り組み面はまだ途上にあり

ますが、様々な成果が生まれています。2019年度は「三位一体

（M&Sカンパニー、D&Pカンパニー、海外事業本部）による相

乗効果の最大化」を目標に、製販融合の深化を図り、事業拡

大を推し進めてまいります。

 成長性重視の事業再構築を推進
成長性が有望視される新市場開拓を推進し、「オートモーティ

ブ」「ロボティクス」の分野では海外を含めて売上を伸ばしてお

り、安定的な事業構造づくりが着実に進展しています。

 オリジナル製品開発の強化
現行ラインナップ製品のブラッシュアップ（改良）は順調に進行

基本
方針

長期ビジョン（基本構想）の実現に向け
製販融合路線を目指す新たな枠組みのもとで
3社統合効果（シナジー）の最大化を図る

基本
戦略

成長性重視の事業再構築を推進
オリジナル製品開発の強化
海外ビジネス展開の強化
マーケティング力＆営業力の向上
生産部門の統合強化

エレクトロニクス業界を担う企業として、
グループのネットワークを活かし、新しい価値をクリエイトする

グループ・ステートメント

◆ 製販が融合した他に類を見ないユニークな企業
◆ 業界にとってなくてはならない
 特徴ある技術・製品を有する企業
◆ 社員にとって働き甲斐があり、誇りに思える企業
◆ 一致団結の強さと同時に自律能動的に動く組織

目指す姿

2020年目標

事業構造関連目標

26.0%

30%

オリジナル製品
売上高比率

21.2%

30%

海外売上高比率

1

2

3
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 生産部門の統合強化
電子機器・部品関連を生産する中部第一工場に続き、2018年

12月に製造装置関連を生産する第二工場が完成しました。

2020年目標であるオリジナル製品比率30％の達成に向け、当
社グループの基幹工場として本格稼働の準備が整いつつあり

ます。第二工場は、最新の設備を導入したことで、従来扱えな

かった製品を手掛けることが可能となりました。また、広い床面

積を確保しており、事業拡大に伴う受注量の増加により従来の

生産能力では対応しきれなかった部分について、受け皿となっ

て対応することも可能となりました。これにより、“生産におけるフ

レキシビリティ”の中核として、機会損失を最小限に食い止め、グ

ループの最適生産をコントロールする基幹工場としての役割を

担っていきます。

　世界経済は不透明な状況が続いておりますが、中長期的に

は、活発な技術革新を背景にエレクトロニクス関連市場は引き

続き成長すると見込んでおります。AIやIoTの本格普及、5G

（次世代通信規格）時代の到来など、新技術の広がりとともに、

関連製品の需要はますます拡大すると予想され、こうした市場

のトレンドをいち早く捉えて、ビジネスモデルに進化させることで、

新たな成長基盤の構築及び収益拡大を図ります。また、仕入先

など外部を含めた協働・連携体制を強化し、総合力でグローバ

ル競争に挑んでまいります。

　当期は過去最高実績を更新しましたが、当社グループが進む

道は「更にその先の成長」です。2019年度も引き続き、9Mの

基本戦略を確実に推し進めることで、2期連続で過去最高実績

の更新を目指してまいります。また、2019年から2020年にかけ

ては次期2030ビジョンの検討に取り掛かる所存です。数値目

標ありきの計画ではなく、当社グループがどこに向かうかというベ

クトルづくりに重きを置き、2030年に中核を担う年代からメン

バーを選定し、内容の設定を行ってまいります。

　少しずつですが確実に、「1,000億円企業」の実現に近づい

てきております。しかし、当社は売上だけを追求しようとは考えて

いません。売上の規模拡大が進んでも、利益率は下げない高

収益構造を維持することを重視した事業戦略を展開していま

す。量より質を追う経営で、「1,000億円企業」実現にグループ

一丸で取り組んでまいります。

　株主の皆様におかれましては、変わらぬご支援とご協力を賜

りますようお願い申し上げます。

進めてまいります。これらのネットワーク拡充と培ってきた営業力

を活かして海外事業拡大へとつなげてまいります。

 マーケティング力＆営業力の向上
お客様の企画・設計段階からアプローチし、幅広く当社の取扱

製品を提案することで、売上規模や顧客層の拡充に取り組ん

でいます。IoTや産業の自動化が進むにつれ、従来の当社の主

な事業分野である産業用エレクトロニクス分野以外にも新たな

客層から引き合いが出てきております。今後も当社の強みを活

かした複合的な提案に取り組んでまいります。

また、仙台、熊本において営業拠点を拡充し、東北、九州南部

それぞれの市場開拓を目指します。

2019年度重点施策

2 オリジナル製品開発の強化

3 海外ビジネス展開の強化 4 マーケティング力＆営業力の向上

1 成長性重視の事業再構築を推進

※ADAS：事故の可能性を事前に検知し回避するシステム

5 生産部門の統合強化

4

5
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キーワード
半導体

中国製造2025（※2）の動きもあり、
世界的な半導体材料メーカーや
メモリメーカーの需要増を受けて

半導体関連市場へ
フォーカスしていく。

キーワード
IoT

あらゆるモノがインターネットにつながる
環境が、産業機器へも本格的に普及。

ネットワーク強化に伴う
データセンターやセンサー事業への

活発な投資状況を受け
関連分野へフォーカスしていく。

キーワード
自動化

生産性向上のために、
産業の自動化が急速に進行。

マシンビジョン（※1）などを中心に
ロボット産業分野へ
フォーカスしていく。

データセンター構築 センサーによる異常監視

STOP

自動車の電子化

※ADAS：事故の可能性を事前に検知し回避するシステム

EVや自動運転技術、ADAS※等、

電装化の進展による自動車関連

産業における電子部品、生産設

備の需要拡大が見込まれ、更なる

事業拡大を目指します。 塗装色検査装置（測定イメージ） 3D形状計測装置

低ノイズスイッチング電源をはじめ

とする高品質・高機能製品の実

績を活かし、既存仕入先との連

携も行いながら新規開拓を進め

ています。 医療用カート スイッチング電源

電力供給者と消費者をデジタル通

信網で結ぶ次世代通信網、スマー

トグリッド市場の可能性に着目。電

力会社やゼネコンなどをターゲット

に事業化に取り組みます。 PCボード 産業用カスタムPC

AIを搭載したロボットなど、今後

様々な分野で活用が見込まれ、

ロボット産業分野に関連する電子

機器・部品の拡販を進めています。

ロボ・バウアー（可動用光ファイバ） カスタム電源

航空・宇宙産業の世界三大拠点

を目指す東海地域に建つ中部工

場を中心に、高機能ハーネスや低

ノイズスイッチング電源などで航空・

宇宙分野の事業拡大を図ります。 3Dスキャナー 電線・ハーネス

躍進を遂げる、「半導体」「自動化」「IoT」関連ビジネス
9Mの基本戦略の一つとして、成長性が有望視される右の5つの市場
開発を推し進めています。特に近年、AIの活用、生産現場の自動ロ
ボット化など、あらゆる産業界でエレクトロニクス化が進展するなか、当

社は「半導体」「自動化」「IoT」という3つのキーワード関連の事業に

注力し、売上を伸ばしてまいりました。今後も、次世代映像規格や次世

代通信規格（5G）などの技術革新によって関連製品の需要拡大が
見込まれます。こうした市場の変化を見極め、当社の強みを活かせる

対象を絞り込み、積極的に事業拡大を図ってまいります。

オートモーティブ

ロボティクス

航空・宇宙

インフラ

メディカル事業拡大戦略のキーワードイメージ

電子機器・
製造装置の製造・販売

製造時における

画像認識システム

製造時における
画像認識システム

スマホの高機能化スマホの高機能化

※1 マシンビジョンとは、人の目の代わりに画像を認識し、位置決めや種別、計測、検査などを行うシステムのこと。
 電子部品や半導体などの製造工程でデジカメや画像処理ソフトで構成されたシステムによって製品検査が行われる。

※2 中国製造2025とは、2049年の中華人民共和国建国100周年までに「世界の製造大国」としての地位を築くことを
 目標に掲げ、2015年5月に中国政府が発表した中国における今後10年間の製造業発展のロードマップのこと。

成長性が有望視される新市場
1

事業戦略ハイライト
特集
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中国（上海）中国（深圳）

中国（香港）

台湾（台北）インド（調査中）

タイ（バンコク） フィリピン（マニラ）

ベトナム（ハノイ）

マレーシア
（ペナン）

マレーシア
（クアラルンプール）

韓国（ソウル）
米国（オレゴン）

米国（ネブラスカ）

2019年 新設予定

事業戦略ハイライト
特集

国内外ネットワークを拡充
地域密着型のビジネス展開を強化

2 中部第二工場が完成
オリジナル製品の開発加速へ

3

国内外におけるネットワーク網を整備し、各地域における市場拡大を推し進めます。

国内では、2019年1月に仙台出張所を新設し、熊本出張所は営業所へ格上げを行い、東北、
九州南部それぞれの市場開拓を強化します。海外においても2019年はベトナムへの拠点
新設が決定しております。また、新たな拠点の設置については、中国内陸部への設置のほか、

インドや欧州についても引き続き調査を行ってまいります。
仙台出張所（地下鉄泉中央駅ビル内）

中部第二工場竣工式 中部第二工場外観

海外ネットワーク

製販融合路線の体制整備の一環として取り組んでまいりました愛知県一

宮市における中部工場の建設計画について、2016年11月の第一工場の
竣工に続き、2018年12月に第二工場が完成しました。
これにより、電子機器・部品関連（第一工場）と製造装置関連（第二工場）の

2つの生産部門の統合が進み、技術融合や製造プロセス管理の統一化など
を実現し、新たな技術・製品の創出や生産性の向上につなげてまいります。

まずは生産集約の早期完了に向けて、2019年5月を目途に第二工場の本
格稼働を目指してまいります。技術融合においては、技術開発部門を統合し

た「製品開発部」をD&Pカンパニー内に設置しました。合併前の3社個別に
有していた技術情報の整理・分析を行い、新たなダイトロンブランド製品の開

発を推進いたします。

生産部門統合のねらい ～製造と開発の中核拠点が誕生～

海外拠点（子会社含む）
調査中の拠点

国内ネットワーク 充実の設備環境、広大な敷地を活かして、完成度の高い製品や

量産品、航空機関連、自動車関連など、高い技術力や品質が求

められる製品を中心に生産集約を順次行っていきます。
製造

電子機器関連と製造装置関連の技術者との協業や国内外の

技術部門との横連携、情報の共有化を図っていきます。これに

より技術開発におけるシナジーの最大化を目指します。
開発

福岡
熊本

広島

大阪

神戸
京都

名古屋

金沢

静岡

松本

横浜

国立
東京

宇都宮

茨城

仙台

営業所
営業所+物流センター

生産体制
高性能なクリーンルームなど

充実した設備環境の中、生産を展開

電子機器・部品関連
生産体制

製造装置関連
生産体制

技術シナジー

中部工場 国内外の工場

技
術
部
門
間
の

横
連
携

シナジーの最大化
　囲みのエリアは、
今後の拠点新設を検討中

※

第一工場

第二工場
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売上高
59,662

百万円

単位：
百万円

0
第64期
H27/12

第65期
H28/12

第66期
H29/12

10,000

8,000

12,000

14,000

16,000

6,000

4,000

2,000

10,97211,409 11,256

第67期の業績

■ 製造装置
■ 電子機器
 及び部品

CMOSカメラ

44,521百万円

74.6％
15,141百万円

25.4％

光半導体
特性検査装置

（平成30年1月1日～平成30年12月31日）

売上高 営業利益 経常利益 売上高

電子機器及び部品 製造装置

営業利益

親会社株主に帰属する
当期純利益

1株当たり当期純利益 配当金

連結決算ハイライト

※上記売上高は、外部顧客への売上高のみ表示しております。なお、国内製造事業は、セグメント間の内部売上の比率が大きく、セグメント間の内部売上を含めた総売上高は第66期で8,680百万円、第67期で9,872百万円です。

国内販売事業　　国内製造事業　　海外子会社　　調整額■
■

■
■

■
■

■
■

第66期 H29/12 第66期 H29/12

国内販売事業　　国内製造事業　　海外子会社■
■
■
■

■
■

■
■

セグメント別概況（連結）

商品セグメント別概況

単位：
百万円

0
第64期
H27/12

第65期
H28/12

第66期
H29/12

50,000

60,000

40,000

30,000

20,000

10,000

44,93243,214

51,684

前年比

15.4％
増

単位：
百万円

0
第64期
H27/12

第65期
H28/12

第66期
H29/12

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

33,96031,804

40,427

単位：
百万円

第64期
H27/12

第65期
H28/12

第66期
H29/12

1,863
1,537

2,583

前年比

39.1％
増

単位：
百万円

第64期
H27/12

第65期
H28/12

第66期
H29/12

1,910
1,542

2,522

前年比

40.6％
増

0

50,000

60,000

40,000

30,000

20,000

10,000

単位：百万円

479

1,727

1,371
△31

576

1,318

717
△90

0

2,500
3,000

4,000
3,500

2,000
1,500
1,000

500

単位：百万円

2,522

単位：円

0
第64期
H27/12

第65期
H28/12

第66期
H29/12

200

150

100

50

109.62101.91

169.15

前年比

21.3％
増

単位：
百万円

0
第64期
H27/12

第65期
H28/12

第66期
H29/12

2,500

2,000

1,500

1,000

500

1,2171,131

1,867

前年比

21.8％
増

単位：円

0
第64期
H27/12

第65期
H28/12

第66期
H29/12

50

60

40

30

20

10

30
25

45

42,687

51,684
6,241
2,754

50,128

6,172
3,362
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POINT 3

POINT 1

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

5,502
△876
△758
△39

3,828
5,094
8,923

△53
△292

△1,286
△0

△1,632
6,727
5,094

（単位：百万円）

科 目
当期

H30. 1 .  1 から
H30.12.31まで（ （

前期
H29. 1 .  1 から
H29.12.31まで（ （

営業活動によるキャッシュ・フロー
営業活動の結果、資金は5,502百万円の増加となりました。
主な増加要因は、税金等調整前当期純利益と仕入債務の
増加額によるものです。

投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動の結果、資金は876百万円の減少となりました。
主な減少要因は、有形固定資産の取得による支出による
ものです。

財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動の結果、資金は758百万円の減少となりました。主
な減少要因は、長期借入金の返済による支出と配当金の
支払いによるものです。

この結果、当期末の資金残高は前年同期から3,828百万
円増加の8,923百万円となりました。

売上高
売上原価
売上総利益
販売費及び一般管理費
営業利益
営業外収益
営業外費用
経常利益
特別利益
特別損失
税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
当期純利益

科 目

（単位：百万円）

当期
H30. 1 .  1 から
H30.12.31まで（ （（ （

前期
H29. 1 .  1 から
H29.12.31まで

親会社株主に帰属する当期純利益 1,867

51,684
40,193
11,490

8,968
2,522

112
51

2,583
79

1
2,661

810
△16

1,867

財務諸表（要旨）

連結貸借対照表（要約） 連結損益計算書（要約） 連結キャッシュ・フロー計算書（要約）
（単位：百万円）

科 目 当期 末
（H30.12.31現在）

前期末
（H29.12.31現在）

●資産の部

流動資産
固定資産
　有形固定資産
　無形固定資産

資産合計

●負債の部
流動負債
固定負債
負債合計

●純資産の部
株主資本
その他の包括利益累計額
非支配株主持分
純資産合計

負債・純資産合計

　投資その他の資産

29,025
6,357
4,149

79
2,128

35,383

16,696
3,193

19,890

15,236
253

3
15,492
35,383

資　産
資産は43,114百万円となり、前年同期末に比べ7,731
百万円の増加となりました。その主な要因は、流動資産
における現金及び預金や電子記録債権の増加、固定資
産における有形固定資産の増加によるものです。

負　債
負債は26,137百万円となり、前年同期末に比べ6,247
百万円の増加となりました。その主な要因は、流動負債
における電子記録債務や前受金の増加によるものです。

純資産
純資産は16,977百万円となり、前年同期末に比べ
1,484百万円の増加となりました。その主な要因は、親
会社株主に帰属する当期純利益の計上、剰余金の配当
の支払いによるものです。
この結果、自己資本比率は39.4％となりました。前年同
期から4.4ポイントの低下となりましたが、これは上記の
資産及び負債の増加の影響によるものです。

POINT 2
社会のエレクトロニクス化の進展に伴い、様々な場面で
電子機器・部品や生産設備の需要が増加するなか、当社
グループの当期業績は、過去最高実績を上回る売上・利
益で、5期連続増収・増益を確保することができました。
国内販売事業では、半導体、車載用、ロボット産業などの
生産設備向けの電子機器・部品関連の販売が好調に推
移。国内製造事業では、半導体ウェーハやレーザーダイ
オード、電子部品等の生産用の製造装置、並びに耐水・
耐圧コネクタやケーブルハーネス等の電子部品の製造・販
売が好調に推移し、前年同期末の実績を上回りました。
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合計
4,367名

合計
4,367名

第66期年次報告書のアンケートにおきまして、265名の株主の皆様から回答をお寄せいただき
ました。ご協力ありがとうございました。皆様の貴重なご意見は更なる経営強化およびIR活動の
充実のために活かしてまいります。以下に一部ですが、アンケートの結果をご紹介いたします。

株式の購入理由
1位  将来性 ………………… 27.3％
2位  事業内容 ………………  14.9％
3位  配当 …………………… 13.1％
4位  収益性 ………………… 11.5％
5位  株価の割安感…………   8.7％

期待するＩＲ活動
1位  株主向け情報誌 ……………24.9％
2位  ホームページでの情報提供 ……24.2％
3位  事業報告書 …………………21.7％
4位  会社説明会 …………………10.5％
5位  IR広告 ………………………   6.5％

発行可能株式総数
発行済株式の総数
株 主 数

40,000,000株
11,155,979株

4,367名

（平成30年12月31日現在）

（平成30年12月31日現在）

（平成30年12月31日現在）

持 株 数
（千株）

持株比率
（%）※株 主 名

将来性への関心が高く、また今後の事業展開に期待する意見が多いことから、特集ページ
では中期経営計画9Mの進捗および今後の事業戦略について詳しく紹介しました。

■　幅広い分野に事業展開しているところ
がとても魅力的です。これからも応援して
います。

■　好調な業績と共に、株価は相当に上向い
ています。今後、貴社の長期ビジョンに期
待したいです。また同時に増配等による
株主への利益還元にも期待しています。

■　これまでの実績に加え、今後ともIT技術
の先端製品で社会に貢献していただき
たいと思います。

■　オートモーティブやロボティクスがどの程
度成長していくか楽しみです。

公益財団法人ダイトロン福祉財団
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）
大森　有紀子
株式会社みずほ銀行
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
株式会社三菱UFJ銀行
ダイトロン従業員持株会
BBH LUX/DAIWA SBI LUX FUNDS SICAV-DSBI 
JAPAN EQUITY SMALL CAP ABSOLUTE VALUE
日本生命保険相互会社
ダイトロン取引先持株会

1,000
989
503
399
382
363
329

244

181
178

9.0
8.9
4.5
3.6
3.4
3.2
2.9

2.2

1.6
1.6

※持株比率は自己株式（68,719株）を控除して計算しております。

CSR REPORT 株式の状況

自社の発展と、持続可能な社会の実現のために、
社会的責任を果たします。

当社のCSRは、経営理念に基づきステークホルダーとの積極
的な交流を通じて事業活動に努め、その成果の拡大により、
企業の持続的発展をより確かなものとすることで、社会の健
全な発展に寄与し社会的責任を果たすものと考えています。

コーポレートガバナンス基本方針

リスク管理  適時開示・
情報管理

コンプライアンス・
企業倫理

個人・その他
4,182名（95.8％）

証券会社
30名（0.7％）
金融機関
27名（0.6％）
外国人
82名（1.9％）
その他国内法人
46名（1.0％）

北海道
43名（1.0％）
東北地方

84名（1.9％）
関東地方

1,726名（39.5％）

中部地方
685名（15.7％）

国外
75名（1.7％）
九州・沖縄地方
197名（4.5％）
四国地方
74名（1.7％）
中国地方
160名（3.7％）
近畿地方
1,323名（30.3％）

2001年、当社創業者である故・髙本善四郎が「ダイトロン
福祉財団」を設立しました。障害者就労支援事業所等へ
の助成事業、更に障害者の社会参加や生活向上等の調
査研究機関への助成事業を実施しています。当社もこうし
た社会貢献活動に賛同し、今後も積極的に取り組みます。

社会貢献 「ダイトロン福祉財団」の活動を支援

当社では、ISO14001を取得して、環境マネジメントシステ
ムを構築し、環境汚染の予防や省エネルギーの推進、廃棄
物の削減、リサイクルの実施、グリーン調達、製品含有化
学物質管理の推進など、環境保全活動を全社的に推進し
ています。

環境保全 ISO14001認証を取得

当社では、効果的な品質マネジメントシステムを構築して、
法令や規則を遵守し、品質水準を確実に達成するため、
ISO9001認証を取得しています。

品質・安全 ISO9001認証を取得

これまでの取り組み

株式の状況

株主様アンケート結果のご報告

所有者別株主分布状況

（平成30年12月31日現在）地域別株主分布状況

大株主

ご意見・ご要望（抜粋）

CSRについての考え方
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